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はじめに 

 社会福祉法人由愛会は、短期入所施設『ケアステーション・愛』の運営を母体

とし、尾崎福祉相談センターに会計事務所を置き、由利本荘市の指定管理者とし

て特別養護老人ホーム「鳥寿苑」、特別養護老人ホーム「東光苑」の運営を担い

ながら、社会福祉法人本来の役割でもある地域貢献を図るうえで、行政や地域並

びに医療・福祉関係機関等との連携に依る「活力ある地域作り」の一端を担う体

制を整備するとともに、法人経営の安定と充実した福祉サービス提供の実現を

目指し着実に推進して参ります。 

 

１．基本理念     

 私たちは、地域福祉に貢献するため、行政の各種社会福祉施策の趣旨を理解 

し郷土を愛するとともに、地域と共に生活してきた高齢者や地域住民の方々の

安心・安全の確保に努めるよう、地域包括ケアシステムの稼働を充実させ医療と

介護の更なる連携を強化し福祉サービスの向上を図って参ります。 

 

２．課題への取組 

 新年度に於いて、由利本荘市の指定管理者として由利本荘市特別養護老人ホ

ーム「鳥寿苑」及び由利本荘市特別養護老人ホーム「東光苑」の指定管理（５年

間）を引き続き運営するにあたり、当法人を取り巻く状況として、食料価格、光

熱費及び人件費の上昇傾向にある中にあって、地域利用者の多様化するニーズ

に応じた福祉サービスの展開が求められております。また、近年は甚大な被害を

及ぼす自然災害（風水害・地震）並びに感染症、そして熊の出没による被害につ

いても懸念されており、それらの対策や災害等に見舞われた際にあっては、業務

継続（BCP）への法人としての責務があります。 

こうした観点から、「福祉サービスの質」及び「介護サービスにおける生産性」

の向上に取組み、如何に収益力を高め、安定的な財務基盤を確立するかを課題と

して掲げ、働き手の確保・育成はもとよりデジタル化並びに IT化の推進を図り、

業務改善・合理化に依る働きやすい職場環境の構築に努めます。さらに、収益の

向上に向けて、職員一人一人が経営意識を育み、それぞれが得る情報を共有し課

題に向け鋭意取組みます。 

加えて、由利本荘市ご当局と近い将来に向けた福祉政策の新たな事業展開を

見据え、今後の指定管理者に伴う協議を進めるとともに、より一層の安定した経

営及び運営に努めてまいります。 

 

 

 

 



３．目 標 

（１）福祉サービスの質の向上を図る。 

◇ご利用者の多様化するニーズに向けたサービス提供に取組む。 

 ・顧客満足度の調査を実施し評価に基づく福祉サービス改善に努める。 

・介護保険外サービス（利用者嗜好等に係る費用、同行支援等）によ 

 るご利用者の生活環境ニーズへの対応に努める。 

◇新型コロナウイルス（他感染症含む）、自然災害等への事業継続計画 

（BCP）の体制整備に取組む。 

・感染予防の継続及び感染拡大防止に向けた衛生管理体制に努める。 

・緊急時に於ける情報の共有を図り、迅速な連絡体制及び対応に努める。 

◇人事考課（評価制度の活用）及びキャリアパスなどにより仕事に対する 

   魅力（「やりがい」や「楽しさ」）を見出せる職場環境構築に取組む。 

・職員同士が意見を出し合い、業務改善に向けた気づきや困りごとの課 

     題を明確にした取組支援に努める。 

  ◇法人内・外への研修（介護、相談、支援技術）に積極的に参加する機会

を設け職員の意識向上並びにスキル向上に取組む。 

    ・新人職員への指導（プリセプター制度）継続に努める。 

 

（２）介護サービスにおける生産性向上を図る。 

◇情報通信技術、介護ロボットの導入、職場環境の改善を図り、職員が働 

きやすく身体への負担を軽減できるよう取組む。 

・介護・福祉展覧会等へ参加し情報収集に努める。 

   ◇各拠点施設（各事業部門）の稼働率向上に向けたご利用者の確保、各種 

加算の見直しを含め法人全体の収益増に取組む。 

   ・月次の事業活動収支状況を各拠点で把握（分析）し拠点会議で対応・ 

対策の方向性の統一に努める。 

   ◇各拠点の購買品（事務用品・介護用品等）について統一化に向けた調査 

を行いコスト抑制に取組む。 

・購買品リストを洗い出し、統一化に向けた協議に努める。 

   ◇事業の合理化に取組む。 

・介護・事務処理業務内容についての合理化に向けた調査に努める。 

    ・居宅介護事業の存続有無の検討並びに統合化に向けた調査を行い、 

推進に努める。 

 

（３）その他 

◇法人運営施設の広報活動に取組む。 

   ・広報担当職員（若手職員）を配置し、法人の広報活動に努める。 

 


